
建 築 計 画 書 
 
 
 
 
 
 
 

（宛先）塩 尻 市 長   

 次のとおり建築計画書を提出します。 
 

 
建 築 主 

住 所  提 出 年 月 日 

令和   年   月   日 氏 名  

 
 
申請 
敷地 

 
所在地 

大  字 字 地  番 地  目 面積（実測面積） 

     

 
所有者 

住 所  

氏 名  

 
 
 
 

申請建築物等 

主 要 用 途 
工 事 種 別 構  造 階  数 

（建物用途） 
 新築 増築 改築 移転 

その他（         ） 
木造 鉄骨造 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 
その他（         ） 

地上   階 
地下   階 （      ） 

 申請部分 (㎡) 申請以外の部分(㎡) 合計 (㎡) 建ぺい率 容積率 

建築面積    
       ％ ％ 

最高の高さ 
 
       ｍ 

最高の軒の高さ 
 
        ｍ 延床面積    

 
 

建 築 制 限 

・ 市街化区域 

・ 市街化調整区域 

・ 都市計画区域外 

用途地域 １低  ２低  １中高  ２中高  １住  ２住  準住 
近商  商業  準工  工業  工専 

防火指定  準防火地域   ２２条指定区域   指定なし 

地域指定 ・地区計画（      地区）・建築協定（      地区） 
・その他（               ） 

 

許可手続き等 

都市計画法・２９条・３７条・４２条・４３条・５３条・５８条の２  ・都市計画法施行規則６０条 
・建築基準法４３条   ・土地区画整理法７６条   ・長野県景観条例（大規模行為） 
・農地法４条または５条   ・福祉のまちづくり条例   ・国土利用法   ・建設リサイクル法 
・その他（                  ） 

工事予定工期 
着手予定日                  竣工予定日 
    平成   年   月   日   から    平成   年   月   日   

前 

面 

道 

路 

等 

（道路の種類） 
１．国道または県道 
２．市道 
３．開発道路 
４．位置指定道路 
５．その他の道路 

（道路周辺の状況） 
１．川がある 
２．線路敷地がある 
３．がけ地がある 
 

 

（占用許可） 
１．道路 
２．水路 
３．河川 

（雨水排水） 
１．道路側溝へ放流 
２．水路・河川へ放流 
３．敷地内で地下浸透させる 

※ 

建 

設 

課 

 

担  当 係  長 課  長 

総
務 

管
理
係 

   
以下の項目にあてはまる場合は、土木課に自営工事の申請 
をすること 

・道路構造（道路と接する部分）を変更する場合 
（歩道切下げ、側溝の入替え、側溝のふた掛け、縁石の撤去、 

道路のり敷きの造成 等） 

建
設
係 

維
持
係 

  

敷
地
の
状
況
等 

・ 敷地の中に用途地域の境がある 
・ 区画整理事業の計画がある。または施行中である。 
・ 都市計画施設（公園、道路等）の計画がある 
・ 土地収用等の経過がある 

※
都
市
計
画
課 

整 

備 

係 

計 

画 

係 

担  当 係  長 課  長 

   

 

設 

計 

者 

住所 

会社名           担当者名 

連絡先ＴＥＬ       ＦＡＸ 

※受付欄 

受付番号 

※１.２番を選択できるのは 
放流先河川あるいは雨水幹線 
がある場合に限ります。 



 

上 

水 

道 

１．市水道 
２．井戸 
３．簡易水道 
４．その他 
（      ） 

市水道による場合 
１．給水取出管が敷地内にある 
２．配水管が敷地から（   ｍ）にある 

※ 

上
水
道
課 

担 当 係 長 課 長 

   

下
水
道
・
農
集
排 

１．認可区域内 
（１）排水区域 
（２）排水区域外 
 
２．認可区域外 

敷地内に汚水ますが 

（１） ある 

（２）ない 

※ 

下
水
道
課 

担 当 係 長 課 長 

   

環 
 

境 
 

保 
 

全 

汚 

水 

処 

理 

 
 
し 尿 

１．公共下水道 
２．農業集落排水 
３．合併浄化槽 
４．汲み取り （タンク容量     ㍑） 
５．簡易水洗 （タンク容量     ㍑） 

 
処理水の放流先 
 １．地下浸透 
２．河川放流 

 

※ 合併処理浄化槽を新設する場合は、 

「し尿浄化槽設計概要書」を提出のこと 

 
し尿以外の 
汚水 

１．公共下水道 
２．農業集落排水 
３．合併浄化槽 
４．沈殿槽による処理（ 新設 ・ 既設 ） 

公害関係 工場・店舗等事業所の内（                ） ※ 

生 

活 

環 

境 

課 

担 当 係 長 課 長 

自然保護関係 １．国定公園内 ２．県立公園内 ３．その他（       ）    

ごみ処理 
（共同住宅等の 
場合） 

１．許可業者委託（敷地内にｽﾃｰｼｮﾝ設置） 
  ○事業用指定袋使用 
２．地区（既設）のｽﾃｰｼｮﾝ使用 

（地区衛生関係者と協議 要） 
○一般家庭用指定袋使用 

カーホテル 
規制条例関係 

カーホテル建築計画書 
届出年月日 
  年  月  日 

商 

業 

・ 

工 

業 

 

工  業 

（工 場 立 地 
法  関  係） 

・法適用（１.有り ２.無し）・県届出（１.有り ２.無し） ※ 

産 

業 

政 

策 

課 

担 当 係 長 課 長 

   
・対象施設 
１．生産施設（      m2） ２．その他の施設 
（１） 新設 
（２） 増設（既設部分     m2） 

 
 

商  業 
 

・店舗面積 
（飲食店営業に関する部分は除く） 

（物品加工業に関する部分を含む） 

 
（      m2） 

・大店立地法による届出 
１．有  ２．無 

 

・業   種 
 

農

地

法

関

係 
 

転用許可または届出受理年月日     許可番号または受理番号 

    年   月   日        第       号 

※
農
業
委
員
会 

担 当 係 長 局 長 

   

使用目的：住宅 ・ 工場 ・ 店舗 ・ 農業用施設 ・ その他（       ） 

※ 
 

建築住宅課 
総合審査欄 

担 当 係 長 課長補佐 課 長 部 長  副市長 市  長 

        

道路後退協議書 協議書提出 済 

現地確認  済 

意見 

１．要  ２．不要 

（添付図面）・位置図（場所を明示） ・公図写し ・配置図（給排水計画（浄化槽含む）明示） 
・建築物の平面図（あれば立面図、矩計図） 

（注意事項） 太線内の該当する箇所のみ記入してください。※印欄・意見欄は、記入の必要がありません。 
       選択での解答欄には、該当番号あるいは項目を○で囲んでください。その他へは記入をお願いします。 


